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 令和3年度に「四国地整インフラDX推進本部会議」が設置され、その取り組みの一環として、

工事、業務へのBIM/CIM活用が本格化しているところである。それらの大容量データ通信を可

能とする高速ネットワークの構築について、四国地方整備局管内の現状と整備計画を紹介する。 
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1.  はじめに 

 総務省による『令和 3 年通信利用動向調査』1)では、

日本におけるインターネット利用者の割合は約 80%と報

告されている。インターネット利用者の割合は、2009
年に 78％を記録し、2021 年にかけて微増ではあるがほ

ぼ横ばいの状態である。 
 これに対し、総務省による『我が国のインターネット

におけるトラヒックの集計・試算（2021年 11月分）』2)

にて、図-1に示すとおり、2015年頃より毎年増加傾向に

あり、特に 2020 年頃から急激な増加が報告されたのが

インターネットトラフィック（ネットワークを流れるデ

ータ）である。 
 

 
図-1 総ダウンロードトラフィック（推定値）の推移 

 
 従前よりインターネットは SNS の利用や、電子メー

ルの送受信、情報検索が主たる利用目的・用途であった。

昨今ではこれに加え、新型コロナウイルス感染症の拡大

により、テレワークや遠隔教育、オンライン診療などに

よる利用が増加している。テレワークは令和元年時点の

導入率が 20.2%だったのに対し、令和 2 年には 47.5%、

令和 3 年には 51.9%に達し、半数を超えた 1)。トラフィ

ックが増加する中で、継続して快適なインターネット利

用を行うためには、より大容量で高速なネットワークの

整備が求められる。 
この大容量高速ネットワークの需要は四国地方整備局

管内でも同様である。国土交通省では、「ICT の全面的

な活用（ICT 土工）」等の施策を建設現場に導入するこ

とによって、建設生産システム全体の生産性向上を図り、

もって魅力ある建設現場を目指す取組である i-
Construction（アイ・コンストラクション）を 2015年より

進めている。また、昨今の技術革新の進展（Society5.0）
や新型コロナウイルス感染症に対応する「非接触・リモ

ート化」の働き方といった、社会情勢の変化を受け、イ

ンフラ分野においてもデジタル化・スマート化を進めて

いる。以上の i-Construction 及びデジタル化・スマート化

の推進を含む、インフラ分野の DXを国土交通省では進

めている。 
 インフラ分野の DXの目的とは、社会経済状況の激し

い変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジ

タル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公

共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、

プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を

変革しインフラへの国民理解を促進し、安全・安心で豊

かな生活を実現することである。具体的な取り組みとし

ては、Web 会議の標準化や遠隔臨場、BIM／CIM
（Building／Construction Information Modeling, Management）
などがある。 
上記インフラ分野の DXの推進に伴い、トラフィック

の増加、すなわち大容量高速ネットワークの需要増が予

測される。本稿では、四国地方整備局管内ネットワーク

の現状と整備計画及び今後の課題を述べる。 



2.  四国地方整備局管内ネットワークの現状 

(1)  ネットワークに関する基本的な説明 
 
 データ通信の速度を表す単位として、「bps（bits per 
second）」がある。これは 1 秒間に伝送できるトラフィ

ック量を表しており、例えば 1Gbps は 1 秒間に 1Gb
（0.125GB）のデータを伝送できる。ネットワークの大

容量高速化を道路で例えると、車の速度が変わらなくと

も、道を広げることで同時に走ることができる車が増え、

結果として目的地に目的台数が到達するまでにかかる時

間が短くなる、というイメージである。本稿における大

容量高速ネットワークとは、伝送速度最低 10Gbps、最

高 100Gbpsのネットワークのことを言う。 
 ネットワークの基本構成は、伝送路、伝送装置、端末

装置である。ネットワークは常に 100%の伝送速度を発

揮できる訳ではなく、トラフィック量や装置の性能によ

り変化する。また、回線を 100%使用すると効率が悪く

なるため、一般的には最大回線利用率 60%程度を前提に

回線を設計する。 
 
(2)  四国地方整備局管内ネットワークの現状 
 
 四国地方整備局において、従来のネットワークでは他

地整間や各事務所間のほとんどを 1Gbps もしくは 2Gbps
で接続していた。現在の整備計画では、令和 3年度から

令和 7年度にかけて、地整間及び DXデータセンター間、

モデル事務所については 100Gbps、幹線事務所間につい

ては 10Gbps に更新を予定している。令和 3 年度末時点

では、近畿地方整備局及び中国地方整備局との接続ルー

トについて 100Gbps化が完了している。 
 100Gbps 化については本省の DX 方針 3)であり、接続

目標地点として本局、技術事務所、モデル事務所が設定

されている。10Gbps 化については四国地方整備局独自

方針である。事の始まりとしては、CCTV の台数や情報

量が増加する中で、1Gbps や 2Gbps では回線能力の不足

が見込まれたため、10Gbps 化を検討した。今後、DX デ

ータセンター活用や BIM／CIM 適用が開始されれば、

よりトラフィック量が増加することが予想される。 
 
(3)  現状の 通常時の管内トラフィック量等 
 
 令和 4年 6月 1日午後に測定した幹線ネットワークの

トラフィック量を図-2に示す。測定当日、管内全体で接

続を行うような大規模 Web 会議は行っていない。測定

結果より、現状では通常時の管内トラフィック量は最大

で約 0.5Gbps、回線利用率は約 10%であることがわかる。 
 

 
図-2 幹線ネットワークのトラフィック量 

 
 また、令和4年5月9日18時頃に4GBのデータを本局か

ら中村河川国道事務所（2Gbpsネットワーク）へダウン

ロードする実験を行った結果、かかった時間は約11分で

あった。この結果より、伝送速度約50Mbps及び本デー

タ伝送における回線利用率約2.5%が算出される。 
 
(4)  従来のネットワークと更新後ネットワーク 
 
 従来のネットワークと更新後ネットワークの伝送速度

の違いの目安として、BIM／CIM 3 次元モデルデータを

5GB と仮定し、これをダウンロードするためにかかる

時間を算出する。回線利用率を 2.5%と想定した場合、

従来のネットワークと更新後ネットワークで次のように

算出される。 
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 実際には、端末装置（ユーザーの PC）等の能力によ

る伝送速度への影響もあり、一人のユーザーに着目する

と、従来ネットワークとの速度の差が小さい場合もある。

しかし、大容量高速化により、一度に多くのユーザーが

より快適に利用可能となることが利点として大きい。 
 なお、その他インフラ DXに関わるものでは、Web会
議システム Teams はビデオ会議の場合の推奨伝送速度

4Mbps、遠隔臨場は最低 0.5Mbpsとされている。 
 
 
 



3.  整備計画 

2. (1) ネットワークに関する基本的な説明にて、ネッ

トワークの基本構成は伝送路、伝送装置、端末装置であ

ることを述べた。大容量高速ネットワークの構築にあた

り、伝送路である光ケーブルは従前より大容量高速通信

の可能な性能を有していた。課題となっていたのは伝送

装置側の機械技術で、具体には伝送装置：波長多重化装

置 WDM（Wavelength Division Multiplexing）が大容量高速

化の要となる。 
波長多重とは複数の波長（信号）を合成し、1 本の光

ファイバで伝送を可能とする技術である。合成できる波

長の数が多いほど、一度に多くのデータを転送すること

ができる。 
 
(1)  令和 3年度の整備内容 
 

 図-3に令和3年度に整備したネットワークの物理構成

を示す。中国地方整備局及び近畿地方整備局間を

100Gbps化するため、窓口である本局及び徳島河川国道

事務所にて波長多重化装置等の設置を行った。詳細には、

端末装置からデータを受け取り適切な方向へ送信するIP
伝送装置、データを変換する波長変換装置、多重化・分

解する波長多重化装置を設置し、伝送距離が長くなる場

合は再生中継装置を設置している。本局の設置状況写真

を図-4に示す。 
 令和3年度末時点での整備状況を図-5 ロードマップ

に示す。実線が整備済み、二重線が令和4年度整備予定、

破線が今後整備予定の回線である。 
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図-3 令和3年度整備 物理構成 
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図-4 四国地方整備局本局 設置状況 
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図-5 ロードマップ 



(2)  整備計画  
 
 今後、i-Constructionモデル事務所である松山河川国道

事務所間及び四国技術事務所間の100Gbps化及び幹線事

務所間の10Gbps化を行う予定である。100Gbps化する箇

所については、令和3年度整備と同様、波長多重化装置

等の設置を行う。10Gbps化する箇所については、波長多

重化装置の設置は不要で、既設IP伝送装置へ10Gbps対応

インタフェースを追加し、10Gbps対応光メディアコンバ

ータを設置する。10Gbps化に関する現状と整備後の物理

構成を図-6に示す。 

現状 整備後
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図-6 10Gbps化 物理構成 

 

4.  今後の課題 

(1)  整備に伴うコスト 
 
初期コスト及び維持管理コストに着目する。現在整備

している 100Gbps装置は DX用として整備しており、既

存のネットワークに追加する形となっている。装置が増

えれば、それに伴って初期コスト、維持管理コストとも

に増加する。この解決手段として、既存のネットワーク

（行政用、防災用）の機器更新に合わせ、DX 用装置と

統合していくことが考えられる。機器の統合案を図-7に
示す。 
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図-7 機器の統合案 

(2)  端末側の整備 
 
 現状、伝送装置から端末装置までの回線や端末装置が

更新されておらず、更新後ネットワークを活かしきれな

い可能性がある。例えば、現在使用している行政PCに
接続されているLANケーブルを確認すると、ケーブルに

CAT5eといった文字が印字されている。これはLANケー

ブルの規格であるが、CAT5eの最高伝送速度は1Gbps、
一つ下の規格であるCAT5の場合は100Mbpsである。今後、

端末側回線の更新や無線LAN化といった検討を行う必要

がある。 
 
(3)  運用上の課題 
 
 日々新たな技術が生まれる中で、今後もトラフィック

量は増大し、大容量高速ネットワークの需要はより高ま

ることが予測される。引き続きトラフィック量の変化や

新技術の採用に注視し、適宜整備計画の見直しが必要で

ある。例えば現在 10Gbps 化を計画している事務所間に

ついても、トラフィック量によってはさらに上位の伝送

速度化するなど検討が必要である。 
 
 

5.  おわりに 

現在、インターネットは生活にかかせない、当たり前

のものになっている。大容量データ通信を可能とする高

速ネットワークの構築について、本稿ではネットワーク

の伝送速度や物理構成に着目し説明を行ったが、そうい

ったものをユーザーに意識させない、当たり前に快適な

ネットワークこそが目指す姿と考える。4.で述べた課題

に加え、昨今の社会情勢に伴う納期遅延なども考慮しな

がら、引き続きインフラ DXを支える大容量高速ネット

ワークの構築に取り組む。 
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